	宿泊業


平成27年は、日本を訪れる外国人旅行者数が過去最高を更新するなどのプラス要因もあり、客室稼働率は高水準で推移した。28年に入っても好調は維持されていたが、春以降、稼働率を下げる事業者が目立ち始めた。需要を支えていた外国人旅行者は依然として増加傾向にあるものの、旅行者の行動範囲が拡大したことや宿泊施設の新設、さらに旅館業法や特区条例に規定されない民泊の増加などが要因とみられている。
業界の概要

ホテル、旅館、簡易宿所、下宿などの形態で営業される宿泊施設は、旅館業法によって規制される。ホテルは洋式の構造及び設備を主とする施設で、客室数が10室以上と規定される。一般にホテルは、都市部に立地する多機能なシティホテル、宿泊機能に特化して客室の種類や付帯施設などのサービス機能を最小限にしたビジネスホテル、有名観光地や保養地などに立地し、レクリエーション施設を有することが多いリゾートホテルなどに分類される。旅館は、５室以上の客室を有する和式の構造・設備を主とする施設で、簡易宿所は宿泊する場所を多数で共用する構造・設備を有する施設と規定される。
大阪府内における平成27年度末の各施設数はホテル387、旅館750、簡易宿所220で、全国比はそれぞれ3.7％、1.9％、0.7％となっている（厚生労働省『衛生行政報告例』）。
従来の旅館業法に該当しない民泊に関する動き
近年、旅館業法が定めるいずれの営業形態にも属さない、いわゆる民泊が業界の話題となっている。従来、民泊は農家が体験農業のために無償で宿を提供する体験型施設が中心であった。しかしマンションの空き室などを有償で提供するものが現れた。施設提供者と宿泊者をマッチングするインターネットサイトも手伝い、世界各地の都市部中心に広がりをみせている。こうした民泊は、旅館業法が想定してない形態であり、現在、新たな法整備が進められている。その一方で、大阪府および大阪市では、外国人旅行者の急増による宿泊施設不足を回避するため、国家戦略特区における民泊条例を制定し、28年度より施設の認定をはじめた。現状では、６泊７日以上の宿泊に限定されているが、国が２泊３日以上に規制緩和することを決定したため、府、市ともにこれに倣い条例を改正するとみられている。
夏以降、需要が低調に
宿泊業の需要は20年以降、リーマンショックや東日本大震災などの影響から低調であったが、近年は急増する外国人旅行者（インバウンド）や過去最高の来場者数を記録したユニバーサル・スタジオ・ジャパンによる国内旅行者の増加などから好調に転じている。特に外国人旅行者数が過去最高となった27年は、大阪府内の平均客室稼働率は84.8%と高い水準となり、過去最高の業績を計上する事業者も多くみられた。
28年前半は、引き続き需要は堅調であったが、春以降、徐々に需要の動きが弱まっている。その要因としては、熊本震災の影響や外国人旅行者の観光エリアが拡大・分散し、大阪での滞在期間が短くなっていることなどとみられている。さらにホテルの新規開業や民泊の増加が背景にあるとの声も多い。インタビューによると、旅館業法の許可や特区認定を受けていない、いわゆる違法民泊が大阪市中央区を中心に増加しており、価格帯が比較的近い旅館やビジネスホテルに大きな影響が出ているという。今後も違法民泊が増加するとなると、多数のホテル新築計画もあることから、一気に供給過剰となる危険もあるとみられている。これに対し現在、大阪府や市では違法民泊に対し、行政指導を行うなど取り締まりを強化している。
インバウンド需要への対応は様々
業界がインバウンド需要に沸き立つなか、一部には、ビジネスマンや日本人旅行客などのリピーターを重視し、あえてインバウンド獲得を控える事業者もいる。こうした事業者からは、現状では日本人旅行客に大きな増減はなく需要は底堅いとの声も聞けた。
他方、ブームが到来する10年前からインバウンドにターゲットを絞り、海外の旅行会社との提携を進めてきた事業者では、直接取引による高い収益性と震災などの影響を受けにくい安定した需要確保が可能となっている。また今後もインバウンド需要に期待する事業者では、リピーター確保のため毎晩50種類のドリンクやたこ焼きなどを無料提供したり、習字やクイズなどの各種イベントを実施したりするなど、独自サービスにより差別化を図る事業者もみられた。またこうしたサービスを宿泊者がＳＮＳに投稿することで、口コミによる新規顧客獲得に繋がり、広告宣伝にも貢献しているという。
宿泊料は平時の水準に
　需要がピークを迎えた27年前後に宿泊料を引き上げる事業者も多くみられたが、需要がやや落ち着きはじめた28年後半以降、稼働率を維持するため、従来の水準に戻す事業者が増えている。
インバウンドを意識した設備投資が増加
　東日本大震災後、需要が落ち込むなか耐震基準の見直しのための設備投資が増加し、多くの事業者の資金繰りを厳しいものにしていた。しかし近年は、外国人旅行者を意識し、土壁や和紙などを使い日本の文化が感じられる内装や外観に改装する事業者が増えている。なかには資金繰りの厳しい時期にも定期的に投資してきたため、多額の返済残金があり、追加融資が受けられないことから、クラウドファンディングにより資金を調達する事業者もあった。

　需要拡大により人手不足感が強まっている
近年は需要拡大のため人手不足感が強まっている。ただし、施設を拡大した一部の事業者を除き、正規職員採用は欠員補充を原則とする事業者が多い。採用では、外国人旅行者に対応するため語学能力を条件とする事業者が多く、留学生や日本在住の外国人をアルバイトなどで活用する例も増えている。また市場環境が大きく変化するなか、サービス向上のために外部研修に従業員を派遣するなどの人材育成や、従業員満足度の向上のために施設スペースを従業員向けに拡大するなど、従業員の質的向上に取組む事業者もみられた。
今後の見通し

　関西空港を利用する外国人旅行者の数は、前年比で増加傾向にあるが、足元では稼働率が低下する事業者が増えている。その背景には、旅行者の行動範囲の拡大やホテルの新設、違法民泊などがあり、影響は今後一層強まるとみられている。事業者では、稼働率の維持向上のため設備投資や人材育成に努め、魅力向上を図る必要があると認識しつつも、違法民泊については、行政等による一層の取り締まり強化に期待する声が多い。また泊数の規制緩和が見込まれる特区民泊については、民泊と価格帯が近い旅館や中小ホテルの事業者から、現状の稼働率など施設の不足状況を踏まえた運用を求める声もあがっている。
（越村　惣次郎）

表１　宿泊施設数及び客室数（大阪府）
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資料：厚生労働省『衛生行政報告例』各年版。

※（　　）内は前年比。
表２　宿泊施設タイプ別客室稼働率の推移
（単位：％）
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資料：観光庁『宿泊旅行統計調査』各年版。

※（　　）内は前年同月とのポイント差。
表３　延べ宿泊者数に占める外国人比率の推移
（単位：％）
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資料：観光庁『宿泊旅行統計調査』各年版。
業種別景気動向調査　平成28年（2016）年10～12月

